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銀行経営の健全性を測る上で重要な指標

となっている自己資本比率（単体）は

10.40％となり、国内基準の4％を大き

く上回っています。�

また、Tier1比率（コアの自己資本比率）

においても8.43％と高い水準を確保し

ています。�

経営の健全性と安定性に関しては客観的な評価が大切です。

「格付け」は、利害関係のない第三者である格付機関が企

業の信用度や債務履行能力等を簡潔な記号で表したものです。

最近では、企業の安全性を客観的に評価した指標として、広

く知られるようになっております。�

当行は、日本の代表的な格付機関である日本格付研究所から

「A」の長期優先債務格付けを、また国際的な格付機関である

スタンダード＆プアーズ社より「BBB＋」の長期発行体格付

けを取得しており、いずれも投資適格水準となる評価を得

ております。�
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　「地域を見つめ、地域とともに歩み、総合的な金融サービスをもって“ふくしま”の

発展とお客さまの豊かな暮らしづくりのために力を尽します。」�

　これは私どもが掲げている企業理念の一つ「社会的使命」であり、地域のお客さ

まとのリレーションシップ（信頼関係）を築き幅広い金融ニーズにお応えすることこそ

が、福島県のリーディングバンクとしての役割であり使命であると考えています。�

　お客さまの視点に立ち、最適かつ有益な情報をご提供する、さらには付加価値の高

い金融サービスをご提供する。これらのことを通じて、東邦銀行は地域活性化、そして

地域経済の発展に貢献してまいります。�

　当行では、平成3年11月の創立50周年時に掲げた以下の企業理念に基づいた経営を心がけております。�

　当行役職員一人ひとりがこの企業理念に沿って行動することを通じて、お客さま・地域からの信頼に応

え、また、市場・株主の皆さまからも高く評価される「２１世紀のベスト・リージョナルバンク（最も優れた

地域金融機関）」を目指してまいります。�

私たちは、地域を見つめ、地域
とともに歩み、総合的な金融サ
ービスをもって「ふくしま」の
発展とお客さまの豊かなくらし
づくりのために力を尽します。�

私たちは、進取・積極の精神と
健全な姿勢を基本とし、心が
通いあう活きた組織をもって
お客さまの満足のために汗を
流します。�

私たちは、ふるさと「ふくしま」
を愛し、新しい感覚と柔軟な
発想をもって自分を磨き、お
客さまの信頼に応えることを
喜びとします。�



　当行では平成15年4月より、計画期間を3年間とする中期経営計画「TOHO変革ビジョン　　　」を

スタートさせました。�

　当行は、役職員一丸となって本計画の確実な実行に取組み、多様化・高度化するお客さま・地域のニーズ

にお応えしていくとともに、市場・株主の皆さまからも高く評価される金融グループを目指してまいります。�
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地域経済発展への寄与という地域金融
機関本来の使命を強く担い、お客さまか
らの厚い信認を勝ち得るため�

お客さまが満足する金融サービスの提供
を可能とし、株主の負託・市場からの期
待にも応え得る安定収益を確保するため�











当行は、地域への各種支援活動として（財）東邦銀行文化財団による文化・スポー

ツ団体への助成事業や（財）福島経済研究所による月刊誌「福島の進路」の発行等

を通して福島県内の経済・文化・スポーツ活動を幅広く支援しております。�

また、「ふくしま駅伝」への協賛、「ふくしまスチューデント・シティ」（小学生の架空商店街での体験学

習）への出店・ボランティア派遣、「公益信託うつくしま基金」の助成先募集や「小さな親切運動」の実

施等、業務以外の面においても様々な活動に取組んでお

り、活力ある心豊かな地域づくりを底辺から支えています。�



当中間期も資金運用利回りの低下が続き、引き続き厳しい収益環境にある中、貸出金の増強、役務取

引等収益の拡大、経費の削減に努めました。しかし、一般貸倒引当金取崩額が前中間期比減少したこ

となどから、本業の利益を示す業務純益は減益となりました。�

一方、経営改善・事業再生支援への積極的な取組みを通した資産の健全化、不良債権の新規発生抑

制努力により、不良債権処理額が前中間期比大幅に減少したことなどから、経常利益、中間純利益と

もに増益となりました。�
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金融再生法に基づく資産査定の結果、貸出金・支払承諾見返等の総与信のうち正常債権以外の債権は

86億円減少し1,117億円（注）となっています。これらの債権は、必ずしもすべてが不良債権というわけ

ではありませんが、当行では担保等により保全を図るとともに、必要な部分については貸倒引当金に

より十分な引当を行い健全性を確保しています。（平成17年3月末比）�

（注）なお、当行では部分直接償却を実施していませんが、実施した場合は795億円となります。�



【総預金・預かり資産】

お客さまの多様な資金運用ニーズにお応えするため、預金に加え、公共債・投資信託・保険商品などの

販売に積極的に取組み、預かり資産の増強を図りました。その結果、譲渡性預金を含めた総預金は54

億円減少し2兆6，026億円となりましたが、公共債・投資信託・個人年金保険を対象とした預かり資産

残高は822億円増加し2,910億円となり、総預金を加えた預かり資産全体では大幅に増加しており

ます。（平成16年9月末比）�

【貸出金】

地域金融機関として地元中小企業に対する資金供給の円滑化に努めるとともに、住宅ローンを中心と

した個人のお取引先向け融資の増強などに注力した結果、貸出金は835億円増加し1兆8,353億円

となりました。（平成16年9月末比）�



　科　　　目　�

（資産の部）�

現 金 預 け 金 �

コ ー ル ロ ー ン�

買 入 金 銭 債 権 �

商 品 有 価 証 券 �

金 銭 の 信 託 �

有 価 証 券 �

貸 出 金 �

外 国 為 替 �

そ の 他 資 産 �

動 産 不 動 産 �

繰 延 税 金 資 産 �

支 払 承 諾 見 返 �

貸 倒 引 当 金 �

�

�

�

�

�

�

�

�

�

資 産 の 部 合 計 �

金　　額�

�

62,040�

2,094�

8�

1,199�

8,917�

892,877�

1,835,340�

604�

9,662�

42,492�

17,847�

16,135�

△58,951�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

2,830,268

　科 　 　 　目　 �

（負債の部）�

預 金 �

譲 渡 性 預 金 �

コ ー ル マ ネ ー�

売 渡 手 形 �

外 国 為 替 �

社 債 �

そ の 他 負 債 �

退職給付引当金�

再評価に係る繰延税金負債�

支 払 承 諾 �

負 債 の 部 合 計 �

（資本の部）�

資 本 金 �

資 本 剰 余 金 �

　 資 本 準 備 金 �

利 益 剰 余 金 �

　 利 益 準 備 金 �

　 中 間 純 利 益 �

土地再評価差額金�

株式等評価差額金�

自 己 株 式 �

資 本 の 部 合 計 �

負債及び資本の部合計�

金　　額�

�

2,467,163�

135,454�

15,653�

31,300�

112�

15,000�

8,514�

10,758�

4,781�

16,135�

2,704,874�

�

18,684�

8,819�

8,818�

82,438�

7,403�

3,735�

885�

14,688�

△121�

125,394�

2,830,268



　 資 　 産 　 �

有 価 証 券 �

信 託 受 益 権 �

合 計 �

金　　額�

36�

41�

77

　 負 　 債 　 �

金 銭 信 託 �

�

合 計 �

金　　額�

77�

�

77

�

22,911�

（17,661）�

（5,194）�

5,107�

1,281�

1,571�

�

1,094�

（242）�

1,922�

1,574�

17,842�

1,151

30,872�

�

�

�

�

�

�

23,585�

�

�

�

�

�

�

7,287�

1�

882�

6,406�

896�

1,774�

3,735�

1,738�

△1,754�

3,719

経 常 収 益 �

資 金 運 用 収 益 �

（ うち 貸 出 金 利 息 ）�

（うち有価証券利息配当金）�

役 務 取 引 等 収 益 �

そ の 他 業 務 収 益 �

そ の 他 経 常 収 益 �

経 常 費 用 �

資 金 調 達 費 用 �

（ う ち 預 金 利 息 ）�

役 務 取 引 等 費 用 �

そ の 他 業 務 費 用 �

営 業 経 費 �

そ の 他 経 常 費 用 �

経 常 利 益 �

特 別 利 益 �

特 別 損 失 �

税 引 前 中 間 純 利 益 �

法人税、住民税及び事業税�

法 人 税 等 調 整 額 �

中 間 純 利 益 �

前 期 繰 越 利 益 �

土地再評価差額金取崩額�

中 間 未 処 分 利 益 �

第103期中（平成17年9月30日現在）中間信託財産残高表�



　科　　　目　�
（資産の部）�

現 金 預 け 金 �

コールローン及び買入手形�

買 入 金 銭 債 権 �

商 品 有 価 証 券 �

金 銭 の 信 託 �

有 価 証 券 �

貸 出 金 �

外 国 為 替 �

そ の 他 資 産 �

動 産 不 動 産 �

繰 延 税 金 資 産 �

支 払 承 諾 見 返 �

貸 倒 引 当 金 �

�

�

�

�

�

�

�

�

資 産 の 部 合 計 �

金　　額�

�

62,142�

2,094�

8�

1,199�

8,917�

893,085�

1,825,142�

604�

23,556�

43,808�

18,017�

16,135�

△59,077�

�

�

�

�

�

�

�

�

2,835,635

　科 　 　 　目　 �

（負債の部）�

預 金 �

譲 渡 性 預 金 �

コールマネー及び売渡手形�

借 用 金 �

外 国 為 替 �

社 債 �

そ の 他 負 債 �

退職給付引当金�

再評価に係る繰延税金負債�

支 払 承 諾 �

負 債 の 部 合 計 �

（少数株主持分）�

少 数 株 主 持 分 �

（資本の部）�

資 本 金 �

資 本 剰 余 金 �

利 益 剰 余 金 �

土地再評価差額金�

株式等評価差額金�

自 己 株 式 �

資 本 の 部 合 計 �

負債、少数株主持分及び資本の部合計�

金　　額�
�

2,466,290�

135,354�

46,953�

2,976�

112�

15,000�

9,696�

10,801�

4,781�

16,135�

2,708,101�

�

1,531�

�

18,684�

8,819�

83,076�

885�

14,688�

△152�

126,002�

2,835,635



�

22,865�

（17,614）�

（5,195）�

5,106�

4,088�

1,565�

�

1,107�

（242）�

1,922�

4,185�

17,692�

1,173

33,625�

�

�

�

�

�

�

26,081�

�

�

�

�

�

�

7,543�

1�

882�

6,662�

968�

1,805�

121�

3,767

経 常 収 益 �

資 金 運 用 収 益 �

（ う ち 貸 出 金 利 息 ）�

（うち有価証券利息配当金）�

役 務 取 引 等 収 益 �

そ の 他 業 務 収 益 �

そ の 他 経 常 収 益 �

経 常 費 用 �

資 金 調 達 費 用 �

（ う ち 預 金 利 息 ）�

役 務 取 引 等 費 用 �

そ の 他 業 務 費 用 �

営 業 経 費 �

そ の 他 経 常 費 用 �

経 常 利 益 �

特 別 利 益 �

特 別 損 失 �

税金等調整前中間純利益�

法人税、住民税及び事業税�

法 人 税 等 調 整 額 �

少 数 株 主 利 益 �

中 間 純 利 益 �








